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COPと⾮国家アクターの関わり

リマ・パリ⾏動
アジェンダ

ハイレベル気候⾏動チャンピオン

世界気候⾏動のためのマラケ
シュパートナーシップ

改善された世界気候⾏動のためのマラケシュパートナーシッ
プ

年鑑 気候野⼼連盟

⾮国家アクターの
後押しを本格的に

COP21決定で
2016-2020に指名

ハイレベルチャンピオンによる⽅針

出典：UNFCCC、Race To Zero等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成
世界気候⾏動ポータル（NAZCA）
: データベース

20252024202320222021201920182017201620152014

COP30COP29COP28COP27COP26COP25COP24COP23COP22COP21COP20

2025年まで延⻑

COP25決定
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インテグリティあるネットゼロの国際基準｜COP27

⾮国家アクターのネットゼロ宣⾔のあり⽅に関する10の提⾔
1. ネットゼロ宣⾔
2. ネットゼロに向けた⽬標の設定
3. ボランタリー・クレジットの活⽤
4. 移⾏計画の策定
5. 化⽯燃料の段階的廃⽌と再⽣可能エネルギーの拡⼤
6. ロビー活動とアドボカシー活動の整合
7. 公正な移⾏における⼈と⾃然
8. 透明性と説明責任の向上
9. 公正な移⾏への投資
10. 規制導⼊の加速に向けて

出典：⽇本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）⽇本語版

国連ハイレベル専⾨家グループ作成
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ネットゼロ基準の浸透に向けて｜規制の加速

出典：UNFCCC、Race To Zero、PRI等のウェブサイトを基にWWFジャパン作成

：提⾔書の実践に資する政策や規制を推進ネットゼロ政策に関するタスクフォース

COP27 COP28 COP29

・ネットゼロ宣⾔の進捗報告
・G20諸国のネットゼロ政策評価報告

ネットゼロ基準 ネットゼロ基準を実現する規制の加速

COP30

⽴ち上げ
理事会と専⾨家メンバー決定

報告書発表

国連⾮国家主体のネットゼ
ロ宣⾔に関するハイレベル
専⾨家グループ
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ネットゼロ宣⾔の進捗報告｜COP29
ハイレベル専⾨家グループ議⻑のマッケーナ⽒による発表
2024年、グテーレス事務総⻑の依頼に基づき、提⾔書に対する⾮国家アクターの取り組みの進捗を評価。
提⾔の各項⽬について、良い点・ギャップ・今必要なことをまとめている。

出典：Integrity Matters: The Hard Work is Now

国連ハイレベル専⾨家グループ
議⻑による発⾏

• ネットゼロ⽬標を持つ⾮政府アクターの
数は増えており、移⾏計画の策定数も同
じく増加。

• しかし提⾔書が⽰す基準に整合している
のはわずか。

• 特に化⽯燃料を段階的に廃⽌するという
⾃主的な誓約は著しく不⾜。
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ネットゼロ⽬標・移⾏計画の進捗｜良い点
ネットゼロ⽬標数の推移（Net Zero Trackerがフォローする範囲に限る）

出典：Net Zero Tracker Stocktake Report 2024からWWFジャパン作成

• 2023年から2024年にかけて、州・地域で
28%、都市で8％、企業で23%のネットゼロ
⽬標の増加

• 欧州、AU・NZ、⽇本の企業の気候⽬標は、
1.5℃または2℃未満⽬標への適合度が最も⾼
く、それぞれ66％、64％、56%

• CDPに回答する23,000社のうち、2022年以
降に44％増加。4社に1社が気候移行計画を策
定していると報告し、8,600社が2年以内に策
定予定

• GFANZ加盟の700以上の⾦融機関のうち3分
の2がGFANZフレームワークをカバーする移
⾏計画を策定。

2020 2023 2024

国 州・地域

都市 企業
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ネットゼロ⽬標・移⾏計画の進捗｜ギャップ

ネットゼロ⽬標達成に向けた計画の公表

出典：Integrity Matters: The Hard Work is NowからWWFジャパン作成

企業

州・地域

都市

移⾏計画あり 移⾏計画なし 不明

• 移⾏計画発表の企業は増加して
いるが、約3社に1社はまだ計
画の発表がない。

• 提⾔書が⽰す基準をすべて満た
している企業はわずか5%以下

• 不適合の理由は、GHG全体を
含めていない、スコープ3を含
めていないなど。

• 2023年にCDPに移⾏計画があ
ると報告した企業のうち、提⾔
書が⽰す基準への適合を判断す
るための指標すべてに情報開⽰
しているのは2％

※データソースはNet Zero Tracker
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化⽯燃料段階的廃⽌の進捗｜良い点

ネットゼロ⽬標における⽯炭⽣産の段階的廃⽌の誓約

出典：Integrity Matters: The Hard Work is NowからWWFジャパン作成

国
(48)

地域
(20)

企業
(259)

完全廃⽌ 部分的廃⽌ 廃⽌なし

• 企業の⽯炭段階的廃⽌は進展の兆
しを見せている。

• ⽯炭⽣産に従事（または促進）し
ている上場企業259社のうち56％
（145社）が⽯炭の完全な段階的廃
⽌、または部分的な段階的廃⽌を
誓約している。

※データソースはNet Zero Tracker

88%

70%

44%

13%

30%

26% 30%
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化⽯燃料段階的廃⽌の進捗｜ギャップ

ネットゼロ⽬標における化⽯燃料段階的廃⽌の誓約

出典：Integrity Matters: The Hard Work is NowからWWFジャパン作成

企業

州・地域

都市

完全廃⽌誓約 部分的廃⽌誓約 誓約なし

• ネットゼロ⽬標の設定が広がる中で、
その多くが、1.5℃⽬標に整合するタイ
ムラインで化⽯燃料から脱却すること
をまだ約束していない。

• 各国のネットゼロ⽬標は世界の温室効
果ガス排出量の88%をカバーしている
が、そのうち⽯炭、⽯油、ガスの探査、
⽣産、使⽤に関連する少なくとも1つ
の完全または部分的な段階的廃⽌の誓
約がカバーする排出量はわずか7%。

※データソースはNet Zero Tracker
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ロビー活動とアドボカシーの進捗｜良い点

1.5℃⽬標に整合するアドボカシー活動の増加
• ⾮営利シンクタンクの

InfluenceMapが、世界の企業の
気候変動政策に関するアドボカ
シー活動を分析・評価

• 2024年には41社がリーダーとして
評価基準を満たし、2023年の27社
から増加。

• ⽇本からはソニーグループ、リ
コー、富⼠フイルムホールディン
グス、イオン、武⽥薬品⼯業、ソ
フトバンク、積⽔ハウス、⼤和ハ
ウス⼯業がリーダー企業に

出典：InfluenceMapレポート”Corporate Climate Policy Engagement Leaders, 2024”
出典：Integrity Matters: The Hard Work is NowからWWFジャパン作成
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ロビー活動とアドボカシーの進捗｜良い点
基準ごとに評価された地域のリーダーたち

• ３つの評価基準のうち、科
学と整合するアドボカシー
でソフトバンクグループ、
戦略的な関与でリコーがア
ジア太平洋地域のリーダー
として評価

出典：InfluenceMapレポート”Corporate Climate Policy Engagement Leaders, 2024”からWWFジャパン加⼯

北⽶ 欧州 アジア太平洋

科学と整合する
アドボカシー

戦略的な関与

間接的影響⼒への対応
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ロビー活動とアドボカシーの進捗｜良い点

出典：We Mean Business Coalitionウェブサイトを基にWWFジャパン作成

Fossil to Cleanキャンペーン
世界の企業が脱化⽯燃料を政府に求める

• 各国政府に対し、化⽯燃料の段階
的廃⽌とクリーンエネルギーへの
移⾏を要請する書簡を発出

• 年間売上⾼1.6兆ドル以上の企業
260社以上が署名

• ⽇本からはソニーグループ、いち
ごブルームが賛同
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ロビー活動とアドボカシーの進捗｜良い点

1.5℃⽬標に整合するNDC、エネルギー基本計画を政府に要請

• ⽇本政府に対し、2035年GHGs削減
66%以上のNDC、2035年までの⽯炭⽕
⼒廃⽌や再エネ拡⼤などを含む第7次エ
ネルギー基本計画を要請。

• 東証プライム上場企業77社を含む幅広
い分野の企業、地⽅⾃治体、消費者団
体、宗教団体、⼤学・研究機関、
NGO/NPO、若者団体236団体が賛同

出典：JCIウェブサイト
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ロビー活動とアドボカシーの進捗｜ギャップ
ロビー活動とパリ協定1.5℃⽬標の整合

• InfluenceMapが評価する 500 社
以上の企業のうち、パリ協定に完
全に整合するロビー活動を行って
いる企業は10％未満

• 特に、化⽯燃料業界は化⽯燃料か
らの脱却に反対する政策や政治的
反発に資金を提供し続けている。

企業
(523)

整合 部分的整合 不整合

出典：Integrity Matters: The Hard Work is NowからWWFジャパン作成



17

G20諸国のネットゼロ政策調査報告｜COP29
ネットゼロ政策に関するタスクフォースが発表
提⾔書の提⾔10に基づきCOP28で⽴ち上がった同タスクフォースが、G20諸国における1000以上のネット
ゼロ関連政策⼿段を企業・⾦融政策に焦点を当ててを調査し、提⾔との整合性を評価。

• G20諸国はすべて、⾮政府アクターのネットゼロ
移⾏を⽀援する何らかの政策をもち、その数は
2020年以降3倍に増加。

• EUが最も進んでいるが、新興国を含む他国も急
速に前進。

• しかし全体的な進捗は、⼤企業の活動を1.5℃⽬
標に合わせるには不⼗分。

• 提⾔書のいずれの項⽬もG20全体の政策枠組みに
完全には反映されていない。

出典：Net Zero Policy Matters
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ネットゼロ提⾔に関連する政策⼿段は増加
経済全体やセクター別の緩和を促進する規制・政策
カーボンプライシング、省エネ基準、クリーンエネルギーへの補助⾦やインセンティブなどの政策も増加。

出典：Net Zero Policy Matters
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ネットゼロ提⾔に関連する政策⼿段は増加
気候関連の情報開⽰に関する規定も増加・進化
TCFDに続き、ISSB基準の制定が後押し

出典：Net Zero Policy Matters
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G20諸国のネットゼロ政策調査報告｜COP29
今後の重点4分野
詳細な分析、ワークショップ、対話を通じて下記に取り組み、COP30で報告

1. 移⾏計画の義務化やインテグリティ⾼い移
⾏計画策定を促す政策設計

2. ⾃然と適応を気候変動に統合するための政
策の検討

3. 国境を越えた政策の⼀貫性の追求
4. 地域やコミュニティに害を与えず、良い影

響を及ぼす政策の推進

出典：Net Zero Policy Matters
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存在感を発揮したアメリカの⾮国家アクター

出典：America Is All Inウェブサイト: https://www.americaisallin.com/

• アメリカの⾮国家アクターが5000
以上参加する連合体。50州、⼈⼝
の63%、GDPの74%を占める。

• 2017年にトランプ⽒がパリ協定脱
退を表明後、「We Are Still In」と
して設⽴。



アメリカの気候をリードする州、都市、
部族国家、企業、機関は、気候危機に⽴
ち向かい、進歩を守り、たゆむことなく
前進するという決意を揺るがすことはな
い。何があろうとも、私たちはアメリカ
国⺠が求め、ふさわしい未来のために戦
います。その未来とは、私たちのコミュ
ニティ、健康、環境、経済がすべて繁栄
する未来です。私たちは決して後戻りし
ません。

WWF PowerPoint_content_example 23

州や都市のリーダーたちが声明発表（11/6）

America Is All Inと党派を超えた
24⼈の州知事同盟、約350⼈の市
⻑同盟が共同声明
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ジェイ・インスレーワシントン州知事 (11/14)

出典：UNFCCC COP29ページのアーカイブ情報からWWFジャパン作成

この選挙結果はアメリカの「州」の
気候変動へのコミットメントを⽌め
ることも、減速することも、妨げる
こともない。
我々（アメリカの⾮国家アクター）
は、あなたたちと共にいる。家に
戻って、このまま気候変動対策を続
けよう。

America Is All In共同代表・The U.S. Climate Alliance＊メンバー
＊アメリカ経済の57%、⼈⼝の54%を占める24の州知事による超党派連合
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バリー・パーキンMARS チーフ・調達＆サステナビ
リティ・オフィサー(11/14)

出典：America Is All Inウェブサイト: https://www.americaisallin.com/letter2024

190か国で事業をしている我々のサス
テナビリティ計画を進めるにはまだ20
年ほどあるが、そのうちに政権は数回
変わる。
政府がいるいないに関わらず、我々は
やるし、やれる。
もちろん政府による役⽴つ規制は企業
の⾏動を加速する。
でももっと⼤事なのは、⾃分たちでは
⾏動できない他の企業を我々が⼿伝う
こと。

Mars:ペットケア、菓⼦、健康⾷品を扱う100年以上続く企業

©WWF Japan
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America Is All In 共同代表声明（11/21）

出典：America Is All Inウェブサイト: https://www.americaisallin.com/letter2024

各国リーダーらに向けて1.5℃⽬標に沿った野⼼的な2035年NDC設定を呼びかけ

我々は、1.5℃の未来に向けて野⼼的な
⾏動を継続することに尽⼒します。
我々は我々の役割を果たします。
我々はあなた⽅と共にあり、すべての
国が、1.5℃に沿った経済全体の2035
年⽬標を設定するリーダーシップを発
揮するよう求めます。

ジェイ・インスリー ワシントン州知事
リサ・ジャクソン アップル環境・政策・社会イニシアチブ担当バイスプレジデント
ジーナ・マッカーシー ホワイトハウス初の国家気候アドバイザーで元⽶国環境保護庁⻑官
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アルゼンチンの⾮国家アクター連合 (11/16)

• アルゼンチン交渉団が帰国した⼀⽅で、⾮
国家アクターは現地で活動。

• 太陽光発電の導⼊が進むフフイ州が同連合
に参加する署名式を開催

Alliance for Climate Action Argentina
アルゼンチンの農業、⺠間、⾃治体、NGO、⼤学などが参加

©WWF Japan
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気候変動イニシアティブも現地へ

⽇本の取り組みを世界に発信／他国の連合や国際団体との意⾒交換など

©WWF Japan ©WWF Japan
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まとめ：COP29からの⽰唆
1.5度⽬標に整合する政策を求めるアド
ボカシー活動の主流化

• 企業、地⽅政府などの⾮国家アクターによる
アドボカシーはもはや特別ではない

• その内容も、NDC強化、脱化⽯燃料、再エ
ネ拡⼤、⽣物多様性保全、投資促進など野⼼
的で包括的に

• 積極的にこうした活動に参加することが評価
の対象に

⽬標、移⾏計画、情報開⽰など気候変
動への取り組みは国際基準に沿って

• 提⾔書の実施・政策への反映にはまだまだ課
題があるが、進展はしている

• 今後は規制や法律への落とし込みが段階的に
進⾏する流れ

• 国際機関等で進むさまざまな基準作り・各国
の政策動向にも留意
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参考：⾮国家アクター活動まとめ

https://unfccc.int/sites/default/files/resource/Summ
ary_Global_Climate_Action_at_COP_29.pdf

COP29におけるGlobal Climate Action（UNFCCCやハイレベルチャンピオン
らが進める⾮国家アクターによる気候アクション）のまとめ

COP29議⻑国、国際機関、⾮国家アクター
イニシアティブなどによる誓約や発表など
が⾒られます。
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